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２．基本事業の目的と成果把握

４．施策の基本情報

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

基本目標名 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり
政　策　名 3 助け合い生きがいを実感できるまちづくり
施　策　名 1 豊かで健やかな長寿社会の実現

令和６年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和５年度実績に基づく評価） 作成日 令和 6 年 7 月 30 日

施策関係課 介護保険課、健康増進課、スポーツ推進課、生涯学習課、医療保険課、交通政策課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 R4 R5 R6 R7

成果指標
設定の考え方

①高齢者が、要介護にならず、自立して健やかに
暮らせているかを判断する成果指標として採用し
た。 
②高齢者の社会参加の実態を測定するための成
果指標として採用した。 
③地域で高齢者を支える活動の状況が把握できる
ことから、成果指標として採用した。

施策の目
的

「意　図」

65歳以上の高齢者数 人 36,223 36,196

佐野市の人口 人 115,700 114,695

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7

目標 71.3 75.8 80.4 84.9①高齢者が、住み慣れた地域で、生きがいをも
ち、健やかに暮らし続けることができるようにす
る。 
②地域で高齢者を支える人を増やし、見守りな
どの高齢者を支援する活動を推進する。

実績 73.9 74.8

目標 47.8 52.4 56.9 61.5

実績 42.6 44.8

目標 23 30 36 42 市政に関するアンケート調査

実績 17 16 市政に関するアンケート調査

目標 いきいき高齢課地域支援事業係資料
実績

基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7

目標 39,500 49,000 58,500 68,000 目標 34,800 35,200 35,600 36,000

目標 84,200 106,300 128,400 150,500 目標 20,500 21,500 22,500 23,500

人 ① 高齢福祉ﾀｸｼｰ運賃助成
事業利用人数 人

実績 40,845 39,467 実績 41,258 42,365

目標 23 30 36 42 目標

実績 56,908 69,890 実績 21,391 22,472

目標 目標

実績 17 16 実績

目標 18.3 18.3 18.3 18.3 目標 18.2 18.5 18.7 19.0

実績 実績

目標 250 280 310 340 目標

実績 18.0 18.1 実績 18.3 19.1

目標 100 100 100 100 目標

実績 154 146 実績

％ ③

目標 目標

実績 96.7 98.3 実績

④ ④

施
策

実績 実績

全て達成

一部未達成

全て未達成

３．施策の目標達成度評価
令和５年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら、はつらつ元気体操など介護予防事
業の周知や啓発を積極的に行う。
・軽度生活支援サービスや外出支援サービスの利用者を増やし、一人暮らし高齢者等が
自立した生活を送れるよう支援する。
・(仮称)シニア地域デビュー条例の趣旨を周知するとともに、シニア世代の地域デビュー
を推進する取組を検討する。
・シニアクラブなどの支援を通して、高齢者が気軽に地域デビューできる環境整備を進め
る。
・在宅福祉サービスの利用状況を把握し、実態にあった制度への見直しを進める。
・介護費用の適正化につなげるために、介護支援専門員等の資質の向上を図る意見交
換会を実施する。
・高齢者の見守りについては、新規に協力いただける事業者を探しながら、また、一人暮
らしの高齢者に対しては、包括支援センターの協力を得ながら生活を支援していく。
・栃木県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療保険料の収納率や健康診
査の受診率の向上を図る。
・介護予防教室などに職員を派遣し、保健指導を行うとともに、フレイルと呼ばれる介護
予備軍の高齢者に対して、介護予防事業への参加を勧奨する。
・高齢者が住み慣れた地域で、生きがいを持ち、健やかに暮らし続けることができるよう
高齢者保健福祉計画と第９期介護保険事業計画を策定する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・介護予防事業について、シニアクラブ等の団体やイベント等でチラシを配布し積極的に周知を図った。（一般介
護予防事業）
・軽度生活支援サービスなどの利用者については民生委員へチラシを配付し周知を行ったが利用者増には至ら
なかった。（高齢者軽度生活援助事業・高齢者外出支援事業）
・シニア地域デビュー条例の周知については、チラシの全戸配布や記念講演会を開催し地域デビューへの意識
醸成を図った。また、シニア世代の情報格差の解消を目的に講座を延べ9回開催した。(シニア地域デビュー推進
事業）
・シニアクラブに対してアンケート調査を実施するとともに、広報誌を年２回発行し活動をPRした。さらに、シニアク
ラブ・ふれあいサロンが設立されていない町会に対し、チラシを作成し、新規設立を依頼した。（老人クラブ支援事
業・高齢者ふれあいサロン事業）
・在宅福祉サービスの利用状況の把握を行ったが、制度の見直しには至らなかった。（高齢者生活路線バス運賃
助成事業、高齢者福祉タクシー運賃助成事業、在宅介護者介護手当支給事業、高齢者火災警報器給付事業）
・介護保険課職員と佐野市ケアマネジャー連絡会との意見交換会を10月に開催し、ケアプラン点検による介護給
付費等の適正化について協議した。（介護給付等費用適正化事業）
・高齢者の見守りについて、新規事業者を1箇所増やすことができた。また、一人暮らしの高齢者に対し見守りを
はじめとした生活支援を包括支援センターで実施した。（権利擁護事業）
・栃木県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療保険制度の安定化に向けて、年3回の集中滞納整
理、年金支給月の滞納者宅訪問、口座振替・コンビニ収納のPRなどを実施し収納率の向上を図った。また、健診
の受診率の向上のため、けんしんスタートブックを活用し、様々な方法で受診勧奨を実施した。（後期高齢者医療
保険料賦課調査事務費・後期高齢者保健事業）
・延べ９箇所のはつらつ元気体操などへ職員を派遣し、延べ140人の介護予備軍の方に対し食事などの保健指
導を行うとともに、介護予防事業への参加を勧奨した。（高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業）
・市職員による計画策定委員会を2回、外部委員による高齢者保健福祉・介護保険事業推進委員会を4回開催
し、今後の高齢者施策の展開や介護保険財政などを取りまとめた計画を策定した。（高齢者保健福祉計画及び
介護保険事業計画策定事業）

【施策・基本事業の成果指標達成状況】
①「生きがいを持って生活している高齢者の割合」、②「社会参加をしている高齢者の割合」については、未達成
であるが増加傾向である。また、③「地域での生活支援サービスの体制づくりに取り組む町会等」は減少し未達
成となった。
・ふれあいサロンの年間参加人数（高齢者ふれあいサロン事業）
目標49,000に対し実績39,467と参加人数が未達成であり、前年度と比較して減少している。
・老人福祉センター年間利用人数（高齢者福祉センター等指定管理事業）
感染症対策として上半期の期間、利用制限（入浴予約制）を継続したため未達成であったが増加傾向にある。
・高齢福祉タクシー運賃助成事業利用人数（年間）（高齢者福祉タクシー運賃助成事業）
目標35,200人に対し実績42,365人と達成し増加傾向にある。
・要支援・要介護認定率（介護認定審査会運営事業・要介護認定調査等事業）
介護予防事業を積極的かつ継続的に推進し自立支援・重度化防止を図れたことにより、目標18.3％に対し実績
18.1％と上昇率を抑えることができ達成した。
・介護支援ボランティアの延人数（介護支援ボランティアポイント事業）
感染症対策のため活動の場が一部制限されることにより、目標280人に対し実績146人と未達成であった。
・介護職員処遇改善加算取得率（地域密着型介護サービス給付費・地域密着型介護予防サービス給付費）
処遇改善加算未取得の介護事業所は、制度の不理解や手続きの煩雑などの理由により取得していない状況で
あったため目標100％に対し実績98.3％と未達成であった。

成果
指標

・国では、在宅福祉に重点を置き、住まい、医療、介護・介護予防、生活支援が一体的に提供される地
域包括ケアシステムの構築を目指している。
・市議会の一般質問で、今後の介護保険料について質問があるなど、将来における保険料の上昇が
危惧される。
・市議会において、シニア地域デビュー条例の制定にあたり、シニア世代の社会的孤立や「閉じこもり」
に関する内容が、「ひきこもり」の方に対しての圧力になることを懸念する意見が出された。
・「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」が令和
2年4月1日から施行され、市町村が中心となって高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進
するための体制の整備が進められることになった。
・令和5年5月、新型コロナウイルスが感染症法上の5類感染症に移行した。
・令和5年7月、佐野市健康長寿推進条例及び、佐野市シニア地域デビュー条例を制定した。
・「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が令和6年1月1日から施行され、認知症の人を含
めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支えあいながら
共生する活力ある社会の実現を推進することになった。

・｢健康は自分で守る｣という意識に基づく健康・
介護予防・生きがいづくりへの積極的な取組
・健診の適正な受診
・シニア地域デビュー条例に対する理解と関心
の向上
・シニア世代個人の能力・経験を生かした地域
活動への参加や就業の確保
・共生社会の実現に向けた認知症に関する正
しい知識の習得と理解の向上

・高齢者の社会参加（地域活動）への支援
・地域福祉の担い手としての活動
・介護に従事する職員の福利厚生の充実
・地域や行政との連携・協働による高齢者の見
守り活動の支援
・シニア世代の意欲に応じた就業や地域活動へ
の参加機会の提供
・多業種企業の取組による認知症バリアフリー
の推進

・高齢者の社会参加・生きがい活動の支援
・高齢者の自立した外出支援
・介護サービス体制の充実
・栃木県後期高齢者医療広域連合との連携・協
力
・シニア世代の地域デビューの推進
・健診結果等の情報を活用した高齢者の保健事
業と介護予防の一体的な事業の実施
・認知症基本法の基本理念に即した施策の実施

一部未達成

全て未達成

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

いきいき高齢課

川又　正成

施策の目
的

「対　象」

①高齢者(65歳以上) 
②高齢者を支える人(市民)

①
生きがいを持って生活している高齢
者の割合

％

② 社会参加をしている高齢者の割合 ％

③
地域での生活支援サービスの体制
づくりに取り組む町会等 箇所

成果指標の
取得方法

④

① ふれあいサロンの年間
参加人数

②
老人福祉センター
年間利用人数

人 ②
認知症サポーター
の延人数

人

③
生活支援体制づくり
に取組む町会等

箇所 ③

④ ④

①
要支援・要介護認
定率

％ ①
後期高齢者医療健
康診査受診率

％

施
策
の
基
本
情
報

・介護予防事業に関する周知を図り、介護予防教室の団体数や参加者数が増加したが、今後も継続的な周知・
啓発活動をとおして、通いの場や参加者を増やす必要がある。
・シニア世代の情報格差の解消を目的に講座をシニアクラブ中心に開催したが、今後は幅広いシニア層へ拡大
する必要がある。
・シニアクラブやふれあいサロンが設立されていない町会に対しチラシを配付したが、ふれあいサロンの実施回
数が増加したものの、シニアクラブなどの会員数が減少傾向にある。また、生活支援体制づくりに取組む町会等
が目標の50％程度にとどまり、更にきめ細やかな支援が必要である。
・介護職員処遇改善加算の未取得の事業者に対し運営指導を行ったが、制度の理解不足や手続きの煩雑さに
より未取得となった事業者が一部にあった。
・高齢者の見守りについては、新規事業者を1か所増やすことができたが、今後、認知症の方が増加傾向にあ
り、認知症をはじめとする一人暮らしの高齢者に対し見守りなどの生活支援の充実を図る必要がある。
・健診の受診率の向上については、受診券とけんしんスタートブックを統合し、様々な媒体を通じて受診勧奨を実
施した結果、目標を達成した。
・収納率向上のため、滞納整理等を強化することにより、一定の成果を得られた。
・高齢者が抱える健康課題に対応した保健事業を市内５圏域において実施した。
・マイナンバーカードと交通系ICカードを連携した高齢者の助成制度等のデジタル化による、バス・タクシーの利
便性向上に向けた検討を関係部署を交え行った。検討の結果利用環境・コスト面等の課題から導入は見送りと
なった。
・高齢者の生活路線バス利用促進を図るため、町会等でのバスの乗り方教室を16回開催した。
・在宅福祉サービスの見直しは検討には至らなかったが、バス、タクシーの利用は増加しているため、より一層の
利便性向上等に向けて検討を行う必要がある。
・介護未経験者を対象とした基本的知識を習得する研修を実施し関係機関と連携して就労支援を行った。
・高齢者福祉事業は業務改善計画より見直しを行っており、敬老祝金、敬老慰問事業は縮小、令和5年度は金婚
式を廃止したが、今後も課題を把握し、効果的な事業への移行が必要である。
・令和4年度決算額約162億円に対し、令和5年度決算額は約168億円で、約6億円の増となった。その主な要因
は、居宅介護サービス給付費や、後期高齢者医療被保険者の増加による後期高齢者医療広域連合納付金及
び後期高齢者医療費負担金等の増によるものである。

【令和６年度で解決する課題】
・高齢者が抱える健康課題に対応した保健事業の実施範囲の拡
大（市内5圏域→市内全域）
・高齢者のバス・タクシー助成制度等の現況把握

【令和７年度以降にも引き継がれる課題】
①介護予防教室等への利用促進
②情報格差の解消
③シニアクラブやふれあいサロンの会員数減少の抑制及び、生活
支援体制づくりに取り組む町会等への設立支援
④介護人材の確保
⑤後期高齢者医療保険制度の安定化
⑥保険料の安定的な収入確保
⑦今後増加する介護費用の適正化
⑧高齢者の自立した外出支援
⑨認知症基本法の基本理念に即した施策の実施
⑩高齢者福祉事業の効果的な事業への見直し検討
　
【令和７年度重点課題】
⑪次期高齢者保健福祉計画の策定に向けた認知症に関するニー
ズの把握

①コロナ禍により減少した、介護予防教室や通いの場の利用促進
増を図るため、継続的な周知・啓発活動を実施する。
②シニア地域デビュー条例に基づき、シニア世代の社会参加を促
進するため、情報格差を解消するための講座を広く実施する。
③シニアクラブやふれあいサロンの会員数減少を抑制するため、
アンケート調査を踏まえた課題に対する対応策を検討・実施すると
ともに、生活支援体制づくりに取り組む町会等へのきめ細やかな設
立支援を実施する。
④介護職員の処遇改善や介護職への新規参入を更に促進する。
⑤高齢者への更なる保健事業の実施と健康診査、歯科健診の受
診率の向上を図る。
⑥保険料の徴収・滞納整理の取組を強化し、更なる収納率の向上
を図る。
⑦介護給付等費用適正化に寄与する取組を効率的・効果的に継
続実施する。
⑧高齢者のバス・タクシー助成制度のデジタル化等による利用環
境の向上やコストなどを検討し、高齢者の自立した外出を支援す
る。
⑨認知症に関する正しい知識や理解を深め、共生社会の実現に向
けて周知・啓発活動を行うとともに、全庁的な取り組みを実施する。
⑩高齢者福祉事業の見直しを検討するため、既存事業の有効性を
検証する。
⑪次期高齢者保健福祉計画の策定に向けたサポートのない認知
症の方及び家族等へのニーズ調査の内容を検討し実施する。

社会参加
の支援と
生きがい
づくりの促
進

①65歳以
上の高齢
者 
②高齢者
を支える人
（地域住民
等）

①多様な活動に参
加してもらい、生き
がいをもって生活
できるようにする。 
②地域で高齢者の
支援者が増加し、
活動が推進される

自立支援
サービス
の推進

①65歳以
上の高齢
者のみの
世帯

①誰もが自立した
生活を送れるよう支
援する。

介護予防
の推進と
介護保険
サービス
の充実

①65歳以
上の高齢
者 
②介護事
業所

①要介護状態にな
らないようにする。 
②必要な時に適切
な介護保険サービ
スが受けられるよう
にする。

後期高齢
者医療制
度の安定
した運営

①後期高
齢者医療
被保険者

①後期高齢者医療
制度が安定して運
営され、必要な時に
医療が受けられる。②

介護支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
の延人数

人 ②

③
介護職員処遇改
善加算取得率


